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研究成果の概要（和文）：本研究は、欧州の会計制度（特に連結会計制度）と法人税（特に企業結合税制）を対比させ
、国際会計基準のEU加盟国各国での受容の度合いと法人税の課税標準の国際化の進展具合について、英・独・北欧を軸
に比較研究を行ったものである。

会計制度については、イギリスが国際会計基準の国内法制化の先鞭を切ったのに対し、ドイツでは上場企業（その多く
は多国籍企業である）と閉鎖企業（その多くは中小企業である）とを区別し、前者のみに国際会計基準を適用する方法
を選択した。さらにその間に位置する北欧（スウェーデン）では、、会計基準の統一より、欧州委員会の出したCCCTB
（統一法人課税標準）案について積極的であることがわかった。

研究成果の概要（英文）：In this project we focused on the comparative analysis of
globalozation of accounting standards and corporate taxation amoung UK, Germany and Nordic countries 
(esp. Sweden).

研究分野：租税法・国際租税法

キーワード： CCCTB　IFRS for SMEs　国際会計基準　結合企業税制　グループ法人税制　国際研究者交流ドイツ　国
際研究者交流オランダ　国際研究者交流スウェーデン
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１．研究開始当初の背景 
 
本研究を始める以前のわが国では、欧州各国
の結合企業に対する法規制に関しては、会社
法（企業結合法の立場）および産業法（独占
禁止法の立場）の研究者と会計学（連結会計
の立場）の研究者が主に関心を示している程
度であった。また、上記の場合の研究対象も
主に英国であり、他にはドイツに関する先行
研究が断続的にある程度であった。しかし、
わが国では、従来から、欧州の企業結合税制
への関心は比較的高かったにも関わらず、本
格的な先行研究が殆どなかった1ので、租税法
（法人税）の分野からも、欧州統合の最新の
動向を探ることは実務的にも比較法研究の
面からも有益ではないかと考えたのが、そも
そもの発端である。 
 
２．研究の目的 
 
欧州統合が進展するにつれて、国境を超えた
企業活動が盛んになっているEU加盟国の近
年の状況を踏まえ、（１）各国の現行の会計
基準（ローカル・GAAP）と国際会計基準
（IFRS）の「棲み分け」もしくは IFRSの国
内法化の実態および（２）結合法人税制に関
して、本研究開始当時に世界的に話題となっ
た「欧州統一法人税課税標準（CCCTB）」EU
指令案の具体的な実現可能性について、会計
学と法人税の双方の側面から比較制度研究
をし、会計と法人税のどちらが EU統合に力
を入れているのか解明することが目的であ
った。 
 
この両分野を取り上げたのは、実務上、財務
諸表と税務申告書の作成および関係各所（株
主総会および課税庁）への提出は企業にとっ
て、どちらも自らの企業活動を継続するため
に不可欠な書類であるのにも関わらず、わが
国の研究者は、従来たこつぼ的にそれぞれの
専門分野の研究者としか交流してこなかっ
たため、比較制度研究があまり実務に利して
こなかったと批判されてきたことに対して
ある程度反論できればと考えたためでもあ
る。 
 
 
３．研究の方法 
 
研究代表者は租税法の研究者であるが、大学
院時代の友人でもある旧知の研究分担者（会
計学の実務家）と協力して、互いの得意分野

                                                  
1 例外として、租税の競争と調和、租税法
研究、有斐閣、Vol.26、1998におけるクラ
ウス。フォーゲル・松原有里（訳）「ヨーロ
ッパにおける国際課税の現代的課題」同 pp. 
153-178など。 

（法学および会計学）をいかして、海外（英
国・ドイツ・スウェーデン・オランダ・・豪
州）の関連文献の収集および国内の国際会計
もしくは国際税務の専門家へのヒアリング
をおこない、入手した資料を手掛かりに、必
要と考えられる場合には、さらに、海外から
専門の外国人研究者（もしくは実務家）を招
へいし、日本で研究会もしくは講演会を開催
して、広く、わが国の研究者・実務家と意見
交換等の交流を行いながら、研究をすすめた。
その間、国内外での日本語および英語での学
会報告やわが国に招へいした外国人研究者
の講演録の日本語訳等も適宜行なうことに
より、対外的な発信も忘れないようにしてい
る。 
 
４．研究成果 
 
最初にヒアリングをおこなった英国では、オ
ックスフォード大学のジュディス・フリード
マン教授およびトモ・スズキ教授から、同国
では国際会計基準を全面的に受け入れてい
るが、これは従来の国内基準の方に近いもし
くは、それを成文法化しただけであるためで
あるとの説明を受けた。 
 
これに対し、次に、ヒアリングを行ったドイ
ツ（ケルン大学のノベルト・ヘルツィヒ教授
他）では会計基準を、a）欧州レベルでの統
合を上場会社である大企業向けと b)閉鎖会
社が主な中小企業向けに分け、a)大企業向け
の会計基準に関しては、かなりの程度、国際
会計基準を受容しているものの、b)の中小企
業に対しては、自国の会計基準をそのまま適
用できるように 2008 年に国内法の改正を行
ったことがわかった。その結果、ドイツのロ
ーカル GAAP はほぼそのままの形で、中小企
業向けの会計基準として温存されることに
なった。また、法人税の課税標準を EU 内で
統一化することを目指した EU 指令案に関し
ては、オランダ（調査対象者はライデン大学
のケィス・ヴァンラード教授）やスウェーデ
ン（同じくウプサラ大学のベーティル・ヴィ
ーマン教授）等の中規模の経済力を有する加
盟国は、おおむね肯定的な反応を示したのに
対し、ドイツをはじめ新規の加盟国はこれに
総論賛成各論反対という立場を明確にし、事
実上、CCCTB の指令案に関しては、事実上、
2014 年の時点でとん挫してしまったことが
明らかになった。 
 
会計基準の国際化と法人税の課税標準の統
一化が、欧州内で同時進行しなかった理由と
しては、①会計基準の統一が、加盟国の構成
員（とりわけロンドンとフランクフルト証券
取引所）にとっても財務諸表の比較可能性を
高め、その情報の利用者である投資家を利す
るのに対し、法人税の課税標準を統一化して
しまえば、企業集団が、その企業グループの
内部で損益を相殺することが容易になり、そ



の結果、加盟国は当該企業結合からの自国の
税収を一時的に失う危険性が大きく、さらに、
統一が進めば、過去の例からみても、税率の
低い国（いわゆるタックス・ヘイブン地域も
含めて）に高い国（特に独仏伊をはじめとす
る EU 加盟国）の税収がほぼ恒久的に奪われ
ることになると危惧されたからである。とい
うのも、企業結合のタックスもしくはビジネ
ス・プランニングの方法として、より租税負
担の軽い地域に当該企業グループのトップ
カンパニーを置くことは容易に想像できる
からである。 
 
さらに、ドイツの場合は、これに加えて、地
方税の基幹税と目されている営業税（わが国
の自重税に近い）制度が存続する限り、企業
結合税制と企業結合法制が完全に分離でき
ていない点もその背景にあることが明らか
になった。これは、ドイツの会社法上、企業
結合集団が成立する際に、利益配分契約を締
結し、それに沿って、税法上も配分が行われ
るという非常にリジットな制度に起因する。
2013 年のドイツ総選挙において、当時の連立
政惟与党の一部からは、同制度の廃止を含め
て、税制改正が議論され、争点となったもの
の、残念ながら、会計基準とは異なり、関連
する税制の全面的な改正作業にはとうとう
至らなかった。 
 
最後に、北欧に関しても、スウェーデンの場
合は、会計学も租税法も常に英国とドイツの
中間をとっていく傾向があるが、税制に関し
ては、当初 CCCTB 案に政府はかなり好意的だ
ったものの 2014 年秋の総選挙で政権交代が
あり、左派が政権をとったこともあって、企
業を利するような税制改革は、当面行われな
いという予想が2015年現在のところである。 
 
その点で、わが国が欧州とりわけ、ドイツを
見習うべきは、おそらく、会計制度のローカ
ル GAAP の中小企業向けの温存に関してのみ
であって、企業結合に関する、法人税制の動
向に関しては、現行のグループ法人税制の形
態を維持する方が好ましいのではという結
論に達した。 
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